
デンマーク電子政府構想概略

デンマークの電子政府構想は、1994年に発表

されたInfo-Society2000に端を発す。その後、

1999年にはIT先進国に向けた政策提案レポート

が発表され、2002年、2004年、2007年にはそれ

ぞれ電子政府戦略が発表されている1）。むろん実

際の電子政府構築進展には、施策以前のさまざ

まな要因が絡んでいることにも注意が必要だ。

1968年にはすべての国内在住者を個人番号（CPR

nummer）で管理する住民登録制度の導入と、そ

の管理組織である個人番号中央管理局の設立、

1970年には税の源泉徴収制の導入、1972年には

市の日常業務支援システム提供を目的としたデー

タセンター（KMD）の設立が行なわれ、これらは

電子政府構想の進展に少なからず影響を与えて

いる。

デンマークの電子政府システムは、早いもの

で1970年代から、異なる時期に独立したシステ

ムとして構築され機能してきた。近年これら各

システム間の連携が進み、2007年には、税・社

会保障・医療といった公共サービスポータルで

あるBorger.dk（デンマーク語で「市民」を指す。以

下「市民ポータル」）が導入され、利便性が向上し

ている。2010年現在、市民ポータルで提供され

る主なサービスは、社会保障情報や各種給付金

関係手続き、医療サービス、税金関連情報や確

定申告手続き、公共機関からの連絡を電子的に

受け取ることのできる電子私書箱など多岐にわ

たる。システム連携が進んだ背景には、2005年6

月に各種行政機関が領域を超えて協働する運営

委員会2）が設置されたことや、2008年12月に公営

KMDが民間3）に20億デンマーク・クローネ（以下

DKK、1DKKは2010年6月現在約15円）で売却さ

れ、収益が市民ポータルの電子化推進資金となっ

たことなどが挙げられる。

市民ポータルに統合されている電子政府シス

テムをシステム構成から見ると、図に示される
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■ 要 旨

デンマークは、高税率国であると同時に社会保障の充実で知られてきた。そして現在では、国の基盤である財源

徴収と社会保障提供の効率化を達成すべく情報技術利用を積極的に促進する電子政府国家としても知られつつある。

本稿では、市民ポータル、医療・保健ポータル、税務ポータルを中心にデンマークの電子政府システムを概観し、

いかに情報技術が導入され、利用されているかを報告する。さらに、デンマークが他国に先駆けて電子政府を進め

られた理由、今後の課題について考察する。
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ように個々に独立したシステムが存在するモジュー

ル型システムが採用されている。各種社会保障

情報・給付金関係サービスの市民ポータル、医

療サービスのSundhed.dk（以下「医療・保健ポー

タル」）、税務サイトのSkat.dk（以下「税務ポータ

ル」）、電子郵便サービスe-boks.dk（以下、｢電子

私書箱｣）などさまざまなサービスが、市民ポー

タルにぶら下がる形だ。さらに、一般市民対象

とは別に、法人支援のポータルVirk.dkもある。

歴史的な経緯も関係してくるが、人口554万人を

対象とした「小規模な」システムにおいてもシス

テムやデータの完全な統一ではなく、各サービ

スが独自のインターフェースを備え、モジュー

ルごとの最適化を図りバックオフィス連携を志

向している。1つのポータルに表面上すべてを集

約しているため、結果的に利用者である市民の

利便性に貢献する公共サービス提供が可能だ。

本稿では、市民ポータル、医療・保健ポータ

ル、税務ポータルを中心に、デンマークの電子

政府システムを概観する。電子政府システム構

成や導入の経緯には、当国の社会保障・医療サー

ビス・税制度や社会状況などが関わるため、各

サイトに対応する公的サービスと背景にある現

在の社会状況や政界での新しい議論も合わせて

紹介する。まず、Ⅰでデンマークの社会構造お

よび市民ポータルを紹介する。市民ポータルは、

公共サービス一般の情報窓口という一面がある

一方で、社会保障サービスに特化した公共情報・

手続きの基幹サイトとしても機能している。そ

の導入と経過、提供サービスと利用の現状に触

れ、同時に、個別の社会保護給付（後述）や公的

扶助関連手続きに焦点を当てる。Ⅱでは医療・

保健サービスの現状と、医療・保健ポータルに

ついて、Ⅲは、2010年の税制改革後のデンマー

クの税制および税務ポータルを紹介する。最後

にⅣでシステム導入の要となっている個人番号

制度と個人情報保護、電子署名とセキュリティ、

デジタルディバイドの課題に言及しまとめとす

る。
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図 電子政府のシステム構成



Ⅰ 市民ポータルBorger.dk

1 デンマーク社会

デンマークは、北欧に位置する人口554万人の

国家で、統計局によると2010年予算は1兆129億

DKKである。そのうちの44％が社会保護、14％

が教育、14％が保健・医療に割り当てられてい

る。デンマークの社会保障は、社会保護給付、

医療や介護などのサービス、育児・教育支援な

どで成っている。社会保護給付には、非就業期

間の所得保障として機能する失業手当、育児休

暇手当、奨学金4）、老齢年金、障害年金、疾病手

当、労災手当など、そして生活困窮者救済とし

て機能する生活保護、住宅扶助や医療扶助など

が含まれる。デンマークは、普遍主義に基づく

福祉を前提としており、社会保障サービスはひ

とりひとりの生活に密接に関わっている。2007

年の自治体改革で98の市と5つの地方が誕生し5）、

保育、小中学校での教育、高齢者介護福祉といっ

た地域福祉は市の、病院での医療は地方の所轄

サービスとなった。平均24.8％の住民税、8％の

医療保険賦課金がそれぞれ市・地方の財源とな

るほか、国からは「ブロック補助金」と呼ばれる

一般財源（地方交付税）が住民数や住民の属性に

応じて各市・地方に交付される。最終的な福祉

の責任は国にあり、市から個々人に給付される

公的給付金は、のちに国から市へ還付される。

こうした給付金関連の手続きは市単位で行うた

め、窓口業務の電子化など 事務手続きの簡素化

やコスト削減の方策は、市の課題である6）。

EUでは加盟国に経済収斂基準を適用し、財政

赤字をGDP比3％以下に抑えること、債務残高を

GDP比60％以下にすることを要請している。デ

ンマークは、債務残高はGDP比46％であり基準

を満たすが、財政赤字は2010年1月の減税策実施

の影響で、2010年にはGDP比5.5％にのぼってい

る。そのため、公共投資の拡大抑制を図りつつ、

2011年から2014年までに240億DKKの公共支出の

削減が求められている。政府は、世界経済危機

の影響でデンマーク国民も痛み分けは避けられ

ないと説明し、大幅な福祉削減を行う見通しだ。

こうした背景の下、公共サービスの電子化によ

る業務効率化は、長期的に有望なコスト削減策

と期待されている。

2 市民ポータル構築の目的

（1） 背景・歴史

デンマークでは各機関や地方自治体が、90年

代から個々に電子システムを構築し、2000年代

前半には、それら行政システムが乱立していた。

当時の電子システムは、所轄官庁ごとのサービ

ス区分で分けられ、利用者にとっては希望する

サービスの所轄がわかりにくいという問題が指

摘されていた。その後、2005年の科学研究省（当

時）が委託した調査とその結果を元に、利用者の

市民の視点からすべてを包括するページである

市民ポータルの構築が開始された。それ以前に

は、KMDによる市民向け情報サイトと公式電子

政府情報サイトに別々に掲載されていた情報が、

市民ポータル構築で「公共機関と市民をつなぐワ

ンストップ窓口」として統合されたことになる。

2007年1月には、国・市が関わる各種手続きをセ

ルフサービスで行う窓口として市民ポータルが

位置づけられ、個人情報保護に配慮しつつ行政

機関・個人・法人間での情報交換を可能にする

手段として電子署名利用が開始された。縦割り

となりがちな行政機関間で必要な情報交換を可

能にするバックオフィス連携が進められ、複数

行政機関へまたがる事項であっても、ワンストッ

プで手続きが可能になった。

2008年10月には、個人向けにカスタマイズさ

れたマイページの利用が開始された。デンマー

ク国籍保持者・永住外国人・一時滞在外国人を
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問わず、医療保険証を持つ15歳以上の者は、電

子署名を使い、公共サービスにかかわる個人情

報を市民ポータルのマイページ上で閲覧するこ

とが可能となった。その後、2010年5月には、公

共機関との連絡窓口である電子私書箱7）が市民ポー

タル上に開設された（Skat,2007;Borger.dk,

2009a;NTTデータ,2008）。

（2） 利用可能サービス

市民ポータル全体

現在この市民ポータルを用いて、数多くの行

政関連情報や、各種申請手続き、関連する法律

や手続き方法、内務・保健省の保健情報、余暇

に関してまで幅広く網羅した情報の閲覧が可能

になっている。マイページに電子署名を用いて

ログインすることで、個人データ、住居と転居、

経済・税・年金、子どもの保育・学校、保健と

医療という5つのカテゴリーの個人情報を閲覧で

きる。また、所轄官庁がわからない場合には、

共通公共アドレスデータベース（FOA）8）で、公共

セクター全体にまたがって検索することができ

る。

市民ポータルでは、現在600強の自己申告・申

請が可能で、漸次サービスを拡大中だ。連絡窓

口である電子私書箱では、電子署名を通じてロ

グインすると、行政機関に加え公共性が高い法

人（銀行、電気、各種保険、不動産など）が一覧

になっており、電子的に連絡を取りたい機関・

法人を個々に登録する。民間法人の場合には契

約番号等を入れることで、利用明細などをあわ

せて受領可能だ。法人側に通信費や事務作業の

節約のために登録するインセンティブがあり、

登録数は拡大している。

社会保障・給付サービスとしての市民ポータル

各種社会保障の関連情報や給付に関しては、

市民ポータル上で適用規則を参照したり、個々

のケースに応じた支給額9）などを確認することが

可能だ。一例として、国内の転居届けはマイペー

ジにログインし、一覧の自己申請手続きから「引

越し」を選択する。新旧それぞれの自治体へ転入・

転出届を出す必要はなく、住所変更に関連する

公共サービス手続き（同伴家族の有無、かかりつ

け医の変更など）が同時に問われ、完了する（安

岡，2009）。

（3） 利用の現状

市民ポータルの利用は、実際のところまだ限

定的だ。2009年は、月間平均で35.7万人の利用

があったと報告されているが、閲覧利用が主な

利用法と見られ、別の報告では2009年1月の段階

で市への電子申請は全体の5％以下にとどまって

いる。想定するモデルケースと異なる場合の電

話・対面サポート力の弱さが目立ち、電子署名、

ブラウザー、システム連携などの技術的な課題

も山積している（最終章で課題として言及する）。

電子申請を選択肢の1つとしておくだけでは利用

率は高まらないようだ。例えば、転居届けは、

電子署名を利用することで簡単に手続きできる

が、現在のところ7％しか利用されていない。一

方、多少強引でも電子申請のみ受領とし、利用

数が伸びた例もある。奨学金申請は毎年31.5万

件に上るが、2009年から電子申請のみの受付と

したところ、従来の20％から95％に上昇した（残

りの5％は特例が適用される学校群で、電子手続

きができない）（Borger.dk,2009b;Hansen,2009）。

あまり反発なく受け入れられたようだが、奨学

金というコンピュータにも慣れ親しんだ若者を

対象としたサービスであり、電子申請が導入し

やすかった点を鑑みる必要がある。

政府は、2012年には法人、個人と公共機関の

書面でのコミュニケーションはすべて、インター

ネットを通じて行なえるようにすることを目指

している。そのため、第二世代電子署名（後述）

と電子私書箱を市民に普及させ公共機関からの

伝達を集約させることを2012年までの目標とし

ている。
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Ⅱ 医療・保健ポータルの導入と経過

1 デンマークの医療・保健サービス

（1） 初期医療を行なうかかりつけ医と病院

運営

デンマークの医療は、費用の85％が税金で賄

われる公共医療が中心であり、外国人を含む国

内に在住するすべての人に対して保障されてい

る。ほとんどの人がかかりつけ医を持つことを

希望し、医院の連絡先が記載された医療保険証

が支給され、無料で診療を受けることができる。

特定のかかりつけ医を希望しない場合には、自

由にどの医師にもかかることができるが、居住

自治体から出る医療費補助金を超える額は自己

負担となる。基本的にかかりつけ医が初期医療

を担当し、必要であれば医薬品の処方箋を出し、

患者はそれを薬局に持参し薬を購入するのが通

常である10）。患者の既往症や受診歴はかかりつ

け医により医療電子通信システム（メドコム）を

通して中央データベースに記録される。このデー

タベースは国内のすべての医療施設からアクセ

ス可能である。かかりつけ医の手に負えないよ

うな深刻な病気の疑いがある場合に初めて、病

院を紹介される。

デンマークの医療施設は95％が公立病院で、

治療費が自己負担となる民間病院が5％ほどある。

その占有率はわずかだが、現行政権の施策によ

り公共医療の中でも役割の一端を担うようになっ

てきている。

（2） 治療待機期間保証と自由病院選択制

デンマークでは、病院での検査や治療・手術

が必要でも、待機リストに入れられて長期間待

たねばならない状況が恒常化していた。こうし

た状況を改善するため、自由党・保守党の連立

政権は2002年に治療待機期間保証という政策を

出した。これは、2002年当初は8週間、2007年か

らは原則として4週間以内の待機期間を約束され、

それを超えた場合には自由に同様の治療を行な

える民間医療施設を選び（「自由病院選択制」）、

治療費の支払いは本人に代わって患者の住む地

方がするというものだ。これにより2001年の政

権発足時には平均して90日間だった待機期間は、

2005年には平均57日に短縮された。民間医療施

設での治療費は公立病院での治療費よりも高く

つくとされるが、この制度により患者にとって

は無料でかかれる公立の施設と変わりないこと

になった。医療・保健セクターでストライキが

長期化した2008年には、保証期間以内に治療を

受けられない患者が一斉に民間の病院に公費で

かかり11）、公共支出のうち医療費は膨大なもの

となった。

2 医療・保健情報化の目的

医療関連サービスは公的社会保障の一環であ

り、近年の複雑化・専門化・高度化する医療に

対応し、情報の共有と再利用、一貫性のある治

療といった医療サービスの充実、近年課題となっ

ているコスト削減や医療従事者の協調連携、国

民の満足度向上を図ることを目的としIT導入が

検討されてきた。医療分野は内務・保健省の管

轄であるが、病院を運営する地方が、国から補

助金といった財政支援を受け、地域の医療関連

団体・法人と連携し、90年代からさまざまな医

療サービスのIT化を進めている。その中の目玉

の1つが医療・保健ポータルである。

同ポータル構築の主目的は、健康的な市民生

活のための情報提供をし予防意識を持たせるこ

と、患者の病気への主体的関わりや医療関係者

とのコミュニケーションを促進することである。

同時に、医師・その他医療従事者の事務作業の

効率化を図ることも重要な目的である。次に、

医療・保健ポータルの導入背景、利用可能サー

ビスと、利用の現状を報告する。
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（1） 背景・歴史

デンマークの医療情報システムの発端は、

1977年の国民患者登録システム（NPR）12）までさか

のぼる。NPRは、個人ごと時系列にデータが作

成される医療記録システムで、個人番号である

10桁の番号を基にインデックスが作られる。

1994年には医療電子通信システム（メドコム）の

利用が開始され、かかりつけ医は、診察のたび

にメドコムを利用しNPRにアクセスするように

なる13）。医療機関でのITアプリケーションの導入

はその後も進展し、電子通信や個々の医療機関

で独自のデータベース構築が進んだ。当時の医

療システムは病院やかかりつけ医のみがアクセ

ス権を持ち、病院の待機期間の確認や患者情報

などの閲覧システムとして機能した14）。

1996年には、全国医療情報システム構築に当

たり、統一用語集や業務区分の策定、電子カル

テ構築が開始された。その後、1999年には、病

院の情報化政策15）が内務・保健省より発表され、

電子カルテが医療施設での情報システムの中心

システムとして位置づけられた。利用は順調に

進み、2002年には、かかりつけ医・薬局・病院

間ネットワーク連携が50％に達し、同年には

3,200万件の電子通信の利用が確認されている。

さらに2005年には、92％のかかりつけ医、60％

の専門医が電子カルテを利用している。また、

異なるシステムが乱立していた病院の電子カル

テシステムも統合が進んできている。全国で1つ

のシステムを構築することはEU公共調達指令に

反する16）ため、当面の目標として2013年までに1

地方につき1つ、計5つの電子カルテシステムに

集約することが掲げられている。

医療・保健ポータルの一般利用は2003年に開

始されており、医療関連情報の閲覧に加えて、

2005年からは1977年以降の自分のカルテ記録閲

覧も可能になっている。

（2） 利用可能サービスと現状

医療・保健ポータルで利用可能なサービスは、

1.健康や医療一般情報や手続き閲覧、2.医療関係

者への連絡、3.自分の医療記録（カルテ）閲覧で

ある。薬局の共通データベース導入も進み、市

民は処方箋無しでも薬剤の購入が可能だ。薬局

は、かかりつけ医が記録した処方箋データを確

認し薬剤を処方し記録を残す。医師・薬局・市

民が同時に確認可能で、薬の二重処方防止に役

立つ。今までの医療分野での課題である待機期

間なども、電子システムで一部支援されている。

例えば、前述の自由病院選択制に対応し、医療・

保健ポータルのリンク先の1つに医療施設選択サ

イトがあり、患者が全国各地から自分の疾患を

治療することができる医療施設一覧から、地理

的条件や待機状況などの情報をもとに、希望す

る病院を探すことができる。

医療・保健ポータルは、信頼できる医療情報

源として市民の認知度も高い。しかしながら、

市民ポータルと同様、利用されているのは主に

一般情報閲覧であり、政府が推奨するかかりつ

け医の予約や、医師からの個人への連絡、検査

結果や個人医療情報閲覧の利用は限定されてい

る。例えば、かかりつけ医に電子的に連絡する

ことも可能になったが、利用方法は依然複雑で、

電子署名の入手を初めとした初期設定などが必

要なため、電話応対を希望する者が大多数であ

る。

Ⅲ 税務

1 税務

（1） 世界一の税負担

ここまで挙げてきた社会保障を可能にするの

が、税金である。被雇用者の場合は、給与所得

から住民税として市へ平均24.8％、医療保険賦

課金という名目で医療を所管する地域へ8％、労
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働市場貢献費として雇用保険へ8％、そして国へ

は5.48％、6％、15％の限界税率で所得税が累進

課税され、これらが源泉徴収されてきた（2009年）。

奨学金や年金、失業手当、生活保護といった移

転所得もすべて課税対象である。さらにすべて

のもの・サービスに一律25％の付加価値税がか

かるため、実質の国民負担率は73％程度で世界

一となっている。

しかし、当然ながら徴税が必ずしも順調なわ

けではない。個人レベルで見ると、家庭での清

掃サービスや家屋のリフォームや電気工事など

を、口約束と現金払いで行なうことによって、

徴税逃れをしているケースが指摘される。合法

に作業を受注した場合には、労働者が納める所

得税と作業への付加価値税が税金として納めら

れるため、無申告で働いた場合と比較すると、

2.5倍程度の価格となる。ロックウール財団研究

ユニットが2004年に行った調査では（Rockwool

fondensforskningsenhed,2006）、2001年にはGNP

の3.8％にも相当する労働がブラックで行なわれ

（2005年には3％にまで低下17））、国内のブラック

市場の大きさは190億DKKと試算されている。法

人レベルでは、複数の多国籍企業が低税率の国

にある姉妹会社と不当な価格で商品の仮売買を

し、経常利益をゼロと申告することで数十年に

わたって法人税の徴税を逃れているケースが

2010年に問題になった。また、税避難地に資産

を隠して徴税を逃れる個人に対しても、新しく

対策が講じられ始めている。2010年2月に着任し

た税務相は、税避難地となっている国の銀行か

ら顧客データを買収する計画を明らかにし、摘

発前に自主申告すれば、追加徴税だけで処罰を

なしにするなどの恩赦をつけて誘因とするとと

もに、納税という国民の義務を果たさない者に

対して厳しく処する覚悟を明らかにしている。

税務局の独自調査によって脱税が摘発される場

合もあるが、匿名の情報提供も推奨されている。

経済危機後、匿名の脱税情報提供は増加してお

り、一例では2009年、シェラン島の中部・南部

の税務局ではひと月に約50件（12月半ばの時点で

同年546件）の情報が寄せられ、2,800万DKK超、

付加価値税450万DKK超、罰金76万DKKの成果

を上げている18）。

（2） 税制改革と減税の撤回

自由党・保守党の連立政権は2001年に発足し

てすぐに「税ストップ」という政策を掲げた。こ

れは、不動産、自動車、タバコ、アルコール等

の税率を2001年の段階にとどめ、そこから上げ

ないことを指す。これに伴い、2005年に51.0％

だった対GDP比税負担率は、2010年には45.9％

にまで下がった。この税ストップとともに、現

行政権の公約に掲げられていたのが、2010年1月

から実施された税制改革による減税である。中

間税率が廃止され、これまで三段階だった所得

税が二段階になり、15％の最高税率を受ける者

はほんの一部の高所得層だけに、残りの大多数

は3.67％の課税となった。同時に、所得税の最

高税率も59％から51.5％に下がった。

しかし、「税ストップ」を実施していなければ

2010年末までに182億DKKの税収が見込めたと財

務省自身の試算が出され、政府に批判が集中し

た。そのためラスムセン首相は、早くも税ストッ

プを諦めざるを得なくなり、2010年5月には来る

2年間でこれまで据え置かれていた税率を上昇さ

せ、最高税率適用所得額を引き上げる措置を延

期することが公式発表された。

2 税務情報化の目的

税は財源基盤であり、デンマーク国内外の経

済状況や労働市場状況により徴税の枠組みが頻

繁に調整される。個々人に対応した社会保障サー

ビス額算出には膨大な時間と労力がかかってい

た。そこで、情報技術により税務制度をより効

率的効果的に処理し、かつ利用者にとって税金
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申告や算出が簡便なシステムを提供することが

優先課題として挙げられた（OECDe-government

studies,2010）。

（1） 背景・歴史

税務制度の効率化への取り組みとして、1960

年代には管理ツールとしての情報技術が、1970

年には源泉徴収制が導入され、情報化への基盤

が整備されてきた。その後、1995年には、前年

の税金還付の電話システムが開始され、一年後

の1996年には、同税金還付のウェブシステムの

利用が開始された。2004年には3分の2以上が同

ウェブを通じて申請されている。2005年には、

公的給付金や各種還付金の受け取りに、指定個

人口座の利用が開始された。時期を同じくして、

法人税申告システムの利用が始まった。利用は

義務ではないものの、このオンラインで給与管

理が可能なシステムを使うことで、従業員の所

得税やそのほか福利厚生や所得控除の計算や源

泉徴収が簡便になったため、利用は急速に拡大

した（Skat,2007;Skat,2010）。国は電子署名配布

を開始し、個人・法人のプライベートな情報を

電子的かつ安全に交換するシステムが整備され

たのも2005年である。

その後の大きな変革としては、2007年に開始

された電子所得申請システム（E-Income）に言及

する必要がある。これは、既に社会保障サービ

ス提供のために収集された個人データを税金申

請で再利用する仕組みで、同システム利用に伴

い、税金申請データは今までの年次記録から月

次記録となる。2008年までは、税額の算出は一

年に一度、しかも個人申請を含むさまざまな情

報源から行なわれていたため税額通達の遅延が

問題となっていた。しかしながら、同年から、

雇用主は被雇用者の月額の給与明細を税務局のE-

Incomeデータベースに毎月提出することで最適

な税額をこまめに算出することが可能となった。

2008年末からは、自動化が促進され、所得に応

じた税額の算出が自動的に行なわれている。今

後は、所得額、納税額、11の社会保障サービス

との情報連携が進み、すべてを包括した税金の

自動算出が可能になると発表されている。このE-

incomeシステムにより、単なる費用や人的資源

の削減ばかりでなく、自動化によるより精度の

高い算出が可能になり、業務の効率化が図れる

としている（Skat,2010;OECDe-governmentstud-

ies,2010）。財源徴収と社会保障による再分配が

一括で行なわれるようになったとも言えるだろ

う。

（2） 利用可能サービスと現状

個人の税務ポータルは、見込納付額の変更、

税額計算ツール、延滞税情報、納税票の注文と

いった「税務申告」、これまでの納付・還付歴の

関連ドキュメントが収められた「税概観ファイル」、

役所への連絡を中心とした「外部情報リンク」で

成り立っている。3月に前年度の納税額が確定す

ると順に通知され、「税概観ファイル」の情報を

当人が確認し、控除申告漏れや内容に誤りがあっ

た場合には5月までに税務局へ連絡をすることが

義務付けられている。法人は、税務局が提供す

るオンライン給与算出システムやE-Incomeシス

テムを用いて、毎月被雇用者の給与の算出と源

泉徴収の申告を行なう。

このように、税務ポータルで提供される税確

定申告システムは個人は年に数回、法人であれ

ば、毎月利用される。税務局は、これら税務ポー

タルや各種ITシステムの利用により、年間1,200

から1,300人分の仕事量の削減が可能になったと

報告している。

Ⅳ 導入は順調だったか 今後どうなるか

各種電子政府指標でも上位にランクされるデ

ンマークだが、電子政府導入の歴史の始まりを

個人番号導入時の60年代後半と考えると、意外
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と長い期間をかけて現在の段階にまで到達した

ということがわかる。着手されたプロジェクト

は無数に存在し、消滅したプロジェクトも少な

くない。アイディアは良くても、一般に普及す

るまでに10数年を要したものや、いまだに利用

促進に困難を見ているサービスもある。現在の

ように利用しやすいシステムが構築された理由

として、市民を巻き込んだユーザ主導デザイン

手法導入が一般的にあげられる（Bang,2006）が、

こうした評価は、複数回のデザイン改良や、数

段階のパイロットプロジェクト期間が実を結ん

だものといえる。この章では、電子政府進展の

理由を考察し、さらに今後の課題として、個人

情報の保護、セキュリティ、デジタルディバイ

ドについて「自律した市民」という視点から考察

する。

1 デンマーク電子政府の特徴

デンマークの電子政府は、情報システムの一

義である必要な情報や資料の入手を可能にする

十分な情報の集約地となっている。必要なとき

に、必要な情報のブラウジングが可能な、まさ

にポータルとしての役割を担っており、各種ポー

タルサイト訪問のインセンティブを確実にして

いる。現状では、市民ポータルの例からも見ら

れるように、利用者は、情報閲覧を主目的とし

ており、各種手続き機能や電子私書箱機能の利

用は盛んであるとは言いがたい。しかしながら、

枠組みをまず利用させ、段階的に機能を付加し

ていくことで、その利便性を実感した市民がさ

らに付加価値の高いサービスを利用するように

なっている。これが第一の特徴といえよう。

二つ目に、電子化を段階的かつ半強制的に導

入していることである。省庁や公共団体が率先

して電子システムを導入し、電子申請や登録な

どが可能になる。その後、電子化を半ば強制的

に法人に導入し、複数サービスができる基盤が

整った頃に、市民に利用を促進させる形が取ら

れることが多い。

三つ目には、早期の個人番号導入が情報化を

促進したことが挙げられる。1994年のIT国家戦

略策定時に既に個人番号制度や各種専門ITシス

テムが導入されており、市民や専門家の日常に

浸透していた。個人番号は、各種システムでの

個人特定を簡便にし、税務ポータルや医療・保

健ポータルの前身となった各種情報システムに

おいて、専門家の評価が既に確立していた。情

報システム導入時には、個人番号の利用は開始

から20年以上経過しており、IDとしての利用は

自然に進んだ。しかし、この点に関しては、利

点欠点の両視点からみられるべきであり、個人

情報やセキュリティの問題と絡めて、次に議論

する。

2 今後の課題

（1） 個人番号制度と個人情報保護の問題

個人番号制度は1968年に導入され、既に40年

以上も個人認証として利用されてきた。導入当

初は、個人に番号が振られることへの嫌悪感や

警戒心も見られたようである。その後、2000年

個人情報保護に関するEU指令95/46/ECに基づき、

「個人データ処理に関する法律19）」が制定された。

同法律では、個人情報保護のため、個人番号を

データベースIDとすることが禁止され、同年に、

データ監査局20）が設置されて個人データ保護の

監視・報告が定められた。各行政機関・団体は、

個人番号中央管理局のデータにその都度アクセ

スして必要な個人情報を入手し、個人情報の変

更は、個人番号中央管理局のみが行ない、市民

は各機関に変更を申請する必要がない。各機関

は、利用目的に沿った情報だけを管理し、複数

機関の間で情報の交換は基本的には行なえず、

警察の捜査などに使う以外には、各組織が管理

する情報を一元化することは禁じられている。
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いわば、行政の個人情報一元管理ではなく、分

散管理が達成されていることになる。同時に、

個人データ処理に関する法律で自分の情報につ

いて知る権利が定められており、各ポータル上

では自分の情報にアクセスした機関一覧が確認

できる。

しかし、現在、個人のID管理がずさんである

としてデータ監査局が警告するほど、個人情報

窃盗の問題が表面化し始めている。個人データ

処理に関する法律に基づけば、契約締結する場

合を除き、個人番号を顧客に聞く必要はないが、

オンラインサイトでも、認証のため安易に個人

番号を要請する場合がある。消費者団体の弁護

士は、個人番号売買や、盗まれた個人情報を用

いての銀行口座開設や犯罪のケースを複数報告

している。これらは個人の注意不足以上に、公

共サービスが次々と電子化され、人々の意識が

追いつかないことも一因だ。多くの市民にとっ

て、個人番号は物心がついたときには与えられ

ていたものであり、個人情報として注意して扱

われなければならないものであると認識されて

いないのが実情だ。一度電子的に記録された個

人番号は、完全消去することは困難だが、自ら

個人番号を記載した履歴書をオンラインで公開

したり、大学事務が学生の個人番号をホームペー

ジ上で公開していたなどのケースが後を立たな

い。

（2） セキュリティと電子署名

ITシステムの安全性向上は、電子政府の課題

の1つであり、そのための取り組みとして、電子

署名に関するEU指令1999/93に基づき、2000年10

月には電子署名法が施行された。電子署名導入

以前には、税務ポータル、その他各行政機関や

銀行のネットバンクサービスが独自に簡易IDや

パスワードを配布してきたが、電子署名は、民

間法人も共有できる安全な電子IDとして導入さ

れた。国は2001年から個人には無料で、法人に

は取得料のみ有料・利用料は無料で配布し、そ

の利用促進に努めてきた。

電子署名は、2008年4月で100万件、2010年4月

には300万件が発行されている。人口の半数を超

える取得数はそれなりの浸透度を示すが、利用

者数には法人も含まれ21）、政府が推進をしてい

る電子私書箱機能や、医療情報の閲覧や医師と

の連絡手段に電子署名を利用する市民はまだ限

られる印象だ。現状では、市民ポータルの個人

情報閲覧には、電子署名の取得が必須であるが、

市民ポータル以前に構築され、最も利用者の多

い税務ポータルや地方自治体の各行政機関のサ

イトでは、旧来の簡易ID・パスワードが利用可

能であるケースも多い。

政府はセキュリティを強化した第二世代の電

子署名導入を2010年7月から進めている。第一世

代電子署名は、DanIDと呼ばれる公開鍵基盤によ

る電子署名システムである（NTTデータ,2006）。

利用者は、1つのコンピュータ（多くの場合個人

所有のコンピュータ）に暗号鍵をインストールし、

さらにログイン時に暗号鍵のパスワードを入力

する。電子署名の入手の手続きは煩雑で、申請

から配布まで数週間かかり、送られてきても期

限内に有効化できなかった、アクセス元が限ら

れるといった点で、早くから利便性に問題が指

摘されてきた。

第二世代のNemIDは、よりセキュリティと簡

便性が強化された新電子署名で、利用者は、ID、

パスワード、キーカード22）を利用しログインす

ることになる。これによって、ハード依存では

なく、キーカードというソフト依存になるため、

アクセス元を選ばない。NemIDは、7月から開始

され11月には移行終了予定であり、2010年11月

からは、公共機関ではNemIDを使い、税・社会

保障関連の手続きや個人情報の確認をするよう

になる。
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（3） 自律した市民は育てられるか

デンマーク電子政府システム推進は、公共支

出・サービスのコスト削減・人的資源の有効活

用などの効率化が主目的であった。つまり、電

子政府推進は、単なる公共サービスの向上では

なく、ITによるセルフサービスをできる限り導

入し効率化を進めることが求められてきた。こ

れは、「自律した市民」の育成が北欧における社

会政策の暗黙のアジェンダとして機能してきた

ためだ。誰にでも情報を公開し、アクセス権を

保障することで、消費者・利用者が物事に積極

的に参画することを前提とみなす。しかし、現

実的には公式にアクセス権はあっても、言語能

力、生活環境、ITリテラシーといった障壁によっ

て、機会の平等は適えられても結果の平等は適

えられないケースが多々ある。デンマーク電子

政府政策においても、一部の集団がシステムか

らこぼれ落ちる、デジタルディバイドの問題は

少なからず存在する。

前任のラスムセン首相から始まった、現行の

自由党・保守党政権による「小さな政府」へ向け

た自由化の方針23）は、市民により多くの選択肢

を提供したが、同時に市民の責任を強めた。ひ

とりひとりが「自律した市民」であることを前提

とし、選択肢の中から個人の責任で決断し、そ

れに伴う結果も自分の選択によるものだという

論理である。複雑な情報から最善策を見つけ出

せる者には適した制度だが、IT機器に慣れてい

ない高齢者、デンマーク語に不慣れな外国人、

必ずしも会計の知識のない市民にとっては、情

報の洪水の中から自力で最適な情報を入手する

のは簡単ではない。

デンマークに住む外国籍を持つ者も2010年1月

で約1割を占め、無視できない存在となっている

が、現在の各ポータルでの情報提供はデンマー

ク語が中心であり、外国人には利用しにくい。

例えば、前述の電子署名取得手続きは、連絡が

すべてデンマーク語で、DanID電子鍵のインストー

ル方法も、デンマーク語でのみの提供である。

市民ポータルサイトの下には外国語の選択もで

きるように書かれているが、デンマークで提供

される情報が他言語で読めるわけではない。就

労・留学ビザなどをもつ外国人を対象として、

生活一般情報のリンクを紹介をしているに過ぎ

ない。

こうした個人をサポートする窓口業務に関し

ては、簡素化や自治体統合による業務移転など、

以前に比べ逆に非効率になっているという批判

もある。これに対して、科学研究相は（完全電子

化を目指す）2012年になっても窓口サービスを完

全に停止するわけではないとし、国民のIT能力

を引き上げるために有効なイニシアティブを多

く実施していると強調している。広報・周知と

教育訓練によって、一部の市民への公共サービ

スの低下を招くことなく、電子化をいかに達成

していくかが今後の課題の1つとして挙げられる。

さいごに

本稿では、電子政府システムを概観し、税・

社会保障情報の管理と活用を考察してきた。デ

ンマークは、小国であるがゆえ電子政府のイン

フラ整備や組織横断システムの構築がより柔軟

に対応できたともいえる。そのため、本事例を

そのまま他国に移植することは適切ではないが、

デンマークから学ぶことは多々あるだろう。例

えば、市民ポータルでは、労災や病欠、休暇な

どの規則から個々人に対応した権利まで一元的

にまとめられ、所轄官庁を超えて簡単に調査可

能だ。信頼の置ける公式情報を一箇所にまとめ、

市民の公共情報へのアクセスを簡便にすること

で、社会に対する関心が日常生活の中から醸成

されやすい。

今後、デンマーク政府は、公共セクターへの
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より容易なアクセスの実現、更なる安全性の確

保、市民ポータルの携帯版を含めた移動体通信

の活用を進めていくとしている。2010年6月には

OECDから電子化に関する報告書（OECD e-

governmentstudies,2010）が出され、デンマーク

の電子化戦略の高評価と同時に、一貫した電子

政府の枠組み強化、公共部門での更なる利用促

進、市民・法人など民間の参画強化の3点が提案

されている。これらの点に関しての考察も進め

られるだろう。今までの経験を踏まえ、今後ど

のように電子政府が改良されていくか注目され

る。

注

1） eGovernmentStrategy,eGovernmentStrategy for

2004-2006,eGovernmentStrategyfor2007-2010

http://modernisering.dk/fileadmin/user_upload/

documents/Projekter/digitaliseringsstrategi/

Danish_E-government_strategy_2007-2010.pdf

2） 運営委員会は財務省，地方自治体連合（地域市民

サービスを所轄），広域自治体連合（医療サービス

を所轄），科学・技術・発展省，経済産業省，内

務・社会省，保健・予防省（当時），税務省の官僚

が構成．

3） ベンチャーキャピタルのEQTが85％，年金の一部

を管理するATPが15％の株保有率で買収した．

4） 奨学金は国から学生への生活支援手当として，約

5年間個人口座に支給．期限が終了した場合や規

定額以上を希望する場合には，低金利の学資ロー

ンの貸付が可能．

5） この自治体改革で，地方自治体Kommune（本文中

は「市」と表記）が271から98へ統合され，広域自治

体Amt（同，「県」）は廃止されて広域自治体連合

Region（同，「地方」）に再編成された．

6） 2009年に電子化推進のために科学・技術・発展省

が設置した高速ブロードバンド委員会は，最終的

な電子化サービスコストは，窓口個人対応と比較

し，約50分の1になると試算している．

7) 経緯概観 https://www.borger.dk/OmBorgerDK/Sider/

Omborgerdk.aspx

8） 省庁・局・地方・市・王室，EU，国際組織，大使

館，裁判所，国会，フェロー諸島，グリーンラン

ド，その他の組織と多岐にわたる情報が集約され

ている．FOAhttps://www.borger.dk/FOA/Sider/

default.aspx

9） 失業手当など多くの社会保障給付は個人単位で，

所定期間の当人の所得額に応じて給付額が調整さ

れる．一方，年金や生活保護は例外的に配偶者間

の扶養義務が適用され，配偶者に十分な収入があ

る場合，支給停止や減額がされる．

10）受診は無料だが，薬は一定額を超えるまで自己負

担である．病院に入院する際には，食費や薬代を

含めてすべて無料となる．

11）ストライキ終結後の2008年11月には，2009年6月

末までの同期間保証制度の一時凍結措置が決定・

実施された．

12）theNationalPatientRegistry,NPR.

13）Dansk Selskab forMedicinsk Informatik DSMI.

www.dsmi.dk,www.health-telematics.dk

14）CenterforSundhedstelematik,FynAmt.http://www.

cfst.dk/

15）NationalStrategyforInformationTechnologyinHos-

pitals2000-2002.

16）EUでは加盟国が公共調達をする際，入札の公正を

期すために告知や公示期間の基準を定めた公共調

達指令（2004/18/EC）が適用される．オランダでは

全国電子カルテを目指し，政府が積極的に推進し

たが，1つのサプライヤが全国統括システムを構

築することが同指令に反するために問題となり，

当該iSoft社は撤退せざるを得なくなった（Toft,

2010;NTTデータ,2007）．

17）同研究ユニットは，デンマーク語のsortarbejde

(blackwork)という言葉を，「意識的に税務局に知

らせないことで，経済的なメリットを得ることに

両者が合意したもの」と定義し，不正な申告や無

申告といった「通常の税逃れ」と区別している．同

調査で対象としているのは，両者の合意に基づい

た前者のみである．

18）L・rdagsavisen2009.12.15.

http://koege.lokalavisen.dk/anmeldelser-giver-resultat-

hos-skat/20091215/artikler/712159865/1557

19）個人データ処理に関する法律 Persondataloven(The

ActonProcessingofPersonalData)．

20）データ監査局 Datatilsynet(DanishdataProtection

Agency)．

21）前述のように，法人は各種機関との連絡や税務関

連手続きをオンラインで行なう必要があるので，

電子署名の取得は必須だ．法人は，法人番号

（CVRnummer）で管理される（p.18図参照）．

22）キーカードは，当面，コード一覧が印刷されてい

るカードサイズの紙であり，ICチップ等は導入さ

れていない．安全性確保のため，定期的に新しい

カードが更新（郵送）されるとしている．
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23）アナス・フォー・ラスムセン前首相は，Robert

Nozick(1974)Anarchy,State,andUtopia（ロバート・

ノージック著，嶋津格訳（2000）『アナーキー・国

家・ユートピア 国家の正当性とその限界』木鐸

社）の最小国家論に啓発され， 1993年にFra

socialstattilminimalstat（『社会福祉国家から最小国

家へ』）を著している．小さな国家路線を標榜し，

市場原理に則った改革を進めた．
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